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Ⅱ　公共事業評価経過

（１）事業実績及び今後の計画

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
1・2期 3・4期

1期20戸 2期20戸 3期25戸 4期24戸

43・49号棟 27号棟 26・33号棟 17号棟

49号棟16戸 27号棟24戸 17号棟16戸

43号棟12戸 26・33号棟36戸

（２）進捗状況

(2016)

4棟86戸 75% 2,285

解体設計 6棟104戸 45% 12

現時点で、6棟104戸のうち3棟52戸を除却し、2棟40戸を整備している。
既存入居者の移転に時間を要したことにより完了予定年度を変更しているが、今後の実施にあたって支障となるものはない。

ｂ
ａ：概ね予定どおり実施している。
ｂ：事業計画（期間）等を変更し実施する。
ｃ：問題が生じ、実施に支障をきたしている。

１．進捗状況

施工（工種）区分 工 事 内 容 進捗状況 事業費（百万円）

基本実施設計 4棟86戸 100% 128

建設工事・工事監理

解体工事・工事監理 6棟104戸 50% 215

Ⅳ　事業の実施状況

３．事業効果を及ぼす
地域・対象

日吉町Ａ団地（函館市日吉町３丁目、敷地面積11,753㎡）
6棟104戸を除却し、4棟86戸を整備する。

４．関連する事業

事 業 名 事 業 主 体 事 業 期 間 事業費（百万円） 事 業 内 容

２．事業検討の手続
（住民ﾆｰｽﾞの把握等）

H25.9 入居者説明会・意向調査を実施
H26.2 入居者説明会・意向調査を実施

2,640 1,452 714 1,946 74%
(2020) (2024)

今回評価
R2 R6

5

事

業

経

過

事前評価
又は当初

H27 H27

前回評価

H28

変更理由・内容
・既存入居者の移転に時間を要したことによる完了予定年度の変更
・労務費・資材費の高騰や消費税増税、敷地内のインフラ敷設替え等による総事業費の増加

Ⅲ　事業採択前の状況

１．事業採択に至る
　経過と背景

対象団地は、昭和３０年代後半から４０年代前半に建設され老朽化が進んでいるほか、エレベーターや給湯設備などの未設置及びバリアフリー
化の対応がされていないなど、入居者の安全の確保や居住水準の向上を図る必要があることから、「道営住宅整備活用方針」に基づき、計画的
に建て替えを行う。

評価年度 完了予定
経
過
年
数

道負担額 当該年度事業費 累積事業費(b)

H34
1,826

(2022)
事

業

費

(2015) (2015)

北国らしい個性豊かで活力ある住まい・まちづくりの推進 総合計画：大項目
●生活・安心
●人・地域

進捗率(b)/(a)

913

（単位：百万円）

●安心して子育てできる社会の形成
●高齢者や障害のある方々などが住み慣れた地域で
安心して暮らせる社会の形成
●地域で互いに支え合うまちづくりの推進

総合計画：小項目

●安心して子どもを生み育てることができる環境づ
くりの推進
●安心で質の高い医療・福祉サービスの強化
●協働によるまちづくりの推進や地域コミュニティ
の再構築

●ユニバーサルデザインの視点に立った公営住宅の
整備戸数が公営住宅管理戸数に占める割合
　5.8％（H27）→11％（R7）

関連する指標

●北国にふさわしい良質な住宅ストックの形成や公
営住宅の供給などを通じて、安全で安心な暮らしや
北海道らしさ、活力ある住宅関連産業の創造を実現
する。

【アウトカム】　等
●ユニバーサルデザインの視点に立った住宅の増加
（7%→13％：市内道営）
●居住水準の向上（UB･3点給湯等）
（58%→67%：市内道営）

施策名

90 177

147 227

・建設費 2,2361,589

総事業費(a)事業採択 着手

・解体費

総合計画：中項目

施策目標

（様式3）

Ⅰ　基本事項（基準日時点）

事 業 種 別 道営住宅建設費（社会資本整備総合交付金） 地区名 日吉町
ひよしちょう

Ａ
えー

市町村名 函館市

市町村 その他

令和２年度（2020年度）公共事業再評価調書 基準年月日 令和２年８月１日

調 書 番 号

事 業 費 2,640 百万円 負 担 割 合
45% 55%

08-25 所 管 部 建設部
作成責任者 建設部住宅局住宅課長　影山　友規

担当係 住宅建設係（内）２９－５２３

総合計画での
位置付け

事業目的・目標

●道営住宅は、公営住宅法に基づき、健康で文化的
な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に
困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸する
ことにより、道民生活の安定と社会福祉の増進に寄
与することを目的としている。
●高齢者や障がい者、子育て世帯など誰もが安全に
安心して暮らし続けることができるよう住まいにお
けるユニバーサルデザインの導入など安全な住まい
づくりを目指すこととしている(北海道住生活基本計
画)。
●上記を達成するため、老朽化が進み、居住水準が
低い、またはエレベーター等が未設置である住宅を
建て替え、居住水準の向上を図る。

事 業 概 要
昭和30年代後半から40年代前半に建設された道営住宅6棟104戸を建て替
え、中層耐火構造86戸の道営住宅を整備する。

工 事 費 内 訳

【現況】6棟104戸　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建 （百万円）

1,188 1,452

（百万円）

【計画】4棟86戸　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4､5階建 変更前 変更後

・測量設計費

計 1,826 2,640

062724
長方形



（１）環境上の配慮及び課題

（２）事業推進に対する住民の動向

（３）その他の課題

補足資料
Ⅶ　事業計画変更

再評価

H27 H27

変更①
H28

(2016)

H28

(2016)

２．その他の取組
　事項

（単位：百万円）

事

業

期

間

事業採択 着手 変更年度 完了予定 進捗率(b)/(a)

事前評価
又は当初

変更⑨

変更理由・内容

変更①　既存入居者の移転に時間を要したことによる完了予定年度の変更
変更②　労務費・資材費の高騰や消費税増税、敷地内のインフラ敷設替え等による総事業費の増加

5変更⑩

変更⑧

変更⑦

変更⑥

変更⑤

変更④

変更③

(2024)
変更② 1回目

R6

(2022)

H27 R6

R4
1,826 913

1,826 913経

過

年

数

事

業

費

総事業費(a) 道負担額 当該年度事業費 累積事業費(b)

2,640 1,478 714 1,946 74%

左記以外の変更

無 無

Ⅵ　備　　考

１．評価履歴

事前評価：平成25年度実施　　評価結果：要望を行うことは妥当　　B/C=1.1

４．対処方針

事業の必要性に変化はなく、令和6年度の完成を目指し、事業を継続する。

ａ ａ：継続　　ｂ：終了　　ｃ：休止　　ｄ：中止

事業期間の変更の有無 有 事業費の変更の有無 有 事業内容変更の有無
目的・規模等に係る変更

(2015) (2024)

(2015) (2015)

２．事業を推進する
　上での課題

●外断熱工法、断熱サッシ、ＬＥＤ照明を採用し、省エネルギー性能の向上を図っている。
●団地内に緑地や広場等を整備し、周辺環境に配慮する。
●工事では、排出ガス対策型かつ低騒音・低振動の建設機械を使用している。

※直近の評価以降の状況変化はない。

●特になし

労務費、資材費の高騰等により事業費が増加しており、引き続きコスト縮減の取組が必要である。

３．事業達成の
　見込み

現状では事業進捗に大きな支障となるものはなく、事業は順調に進捗していく見込みである。

ａ
ａ：現時点では事業の進捗に影響する課題はなく、達成が見込まれる。

ｂ：課題はあるものの達成は可能である。

ｃ：大きな課題があり達成には相当の困難が予想される。

維持管理費

Ⅴ　評　　価

１．必要性

●本事業は、昭和30年代後半から40年代前半に建設された道営住宅の入居者の安全確保や居住水準の向上を図るためのもの。
●現時点で、6棟104戸のうち3棟52戸を除却し、2棟40戸を整備している。
●事業の必要性に変化はなく、着実に事業の推進を図る必要がある。

ａ
　ａ：事業の必要性に変化はなく予定どおり事業を推進する。 ｂ：着工後の状況変化により事業計画の変更が必要である。

　ｃ：着工後の状況変化により事業推進の是非を判断する必要がある。

３．コスト縮減
　などの取組

縮減額（百万円）

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの縮減 外断熱工法及び耐久性の高い外装材の採用 72百万円/70年

取 組 の 項 目 取 組 内 容

3,187 0.95２．事業効果

経済効果の内訳（百万円） 費用の内訳（百万円） Ｂ／Ｃ

項 目 R2現在 項 目 R2現在 R2現在

便益 3,027 事業費 2,574

613

備 考

●公営住宅整備事業に係る新
規事業採択時評価手法
（H28.3国土交通省住宅局
住宅総合整備課）に基づき算
出。
●経済効果及び費用は、整備
期間＋事業完了後の公営住宅
法上の耐用年数である70年
間で算出し、各年度の金額
は、算出する基準年（R2）
現在の価値に置き換えてい
る。
●現在価値への置換えと70
年間の維持管理費を含んでい
るため、総事業費と異なる。

事前評価年度　：H25（2013年度）
事前評価B/C　：1.1
変更理由 ：労務費・資材費の高騰等による費用の増、B/C算定手法の改定

合計（Ｂ） 3,027 合計（Ｃ）

Ｒ2

(2020)



事業名 地区名

事業概要図

道営住宅建設費
（社会資本整備総合交付金）

日吉町A

© OpenStreetMap contributors

日吉町A団地

○函館市

© OpenStreetMap contributors

計画敷地

２期工事 １期工事

３期工事 ４期工事

建替前 建替後
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